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大町地区商業共同店舗の整備について 
 
１．事業の目的 

本市では、震災及び原発事故からまもなく４年を迎える今なお、市内全体で約１万２

千人、原町区のみでも約７千人の住民が市外での避難生活を余儀なくされている。 
このような状況の中、本市では災害公営住宅の建設や防災集団移転地の整備など安心

して居住できる環境の整備を進めており、原町区の大町地区においては、現在３棟約１

５０戸分の災害公営住宅の整備を進めているところである。しかし、現在の大町地区災

害公営住宅の周辺には、日常生活に欠かすことの出来ない野菜などをはじめとする食料

品や生活消耗品を購入できる場が不足する状況にある。 
そのため、災害公営住宅周辺に不足している食料品や生活消耗品を取り扱う店舗の整

備を行い、日常生活における買い物の利便性向上を図ることで、避難住民の帰還や定住

の促進、高齢者をはじめとする交通手段を持たない住民の買い物環境を確保する。 
 
２．事業の概要 
（１） 施設の規模 
①  場 所 ：原町区大町二丁目１００番地の一部 （大町南災害公営住宅の隣） 
② 建物構造：鉄骨造平屋建て 
③ 建物構造：約５３５㎡ 
④ 延床面積：約３７０㎡（売場面積：約２３０㎡） 
⑤ 駐 車 場：１０台 

（２） 施設のコンセプト 
 テナント数は１店舗として、小規模なスーパーのような店舗 
 災害公営住宅の入居者をはじめとする大町地区周辺住民（特に高齢者）の 
買い物の利便性向上を図る店舗 

 災害公営住宅周辺に不足している野菜や惣菜などをはじめとする食料品や 
生活消耗品等を主に販売する。 

    
３．管理・運営手法（予定） 

 指定管理者制度に基づく管理・運営とし、指定管理者については、平成２７年度

公募により決定していく予定。 
 指定管理料：０円 
 市が負担する維持管理費：０円 
 ランニングコストの負担者：指定管理者 

 
４．管理基準（予定） 
（１） 休業日：隔週日曜日 
（２） 営業時間：８：３０～１８：３０ 

 
５．施設供用 
平成２８年４月上旬供用開始予定 
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６．今後の事業費（見込み） 
（１） 事業費：２０１，２２９千円 
 【内訳】地質調査・・・・２，４２６千円 
     実施設計・・・・７，９５０千円 
     建設工事・・１８３，１９７千円 
     現場監理・・・・７，６５６千円 
 
（２）今後の財源 

 
事業名 

事業費 
（消費税込） 

(千円) 

津波・原子力災害 
地域雇用創出企業 
立地補助金(3/4) (千円) 

震災復興 
特別交付税 

(1/4) (千円) 

 
一般財源 

(千円) 

地質調査 ２，４２６ １，６８４ ５６２ １８０ 

実施設計 ７，９５０ ５，５２０ １，８４１ ５８９ 

建設工事 １８３，１９７ １２７，２２０ ４２，４０７ １３，５７０ 

監理業務 ７，６５６ ５，３１６ １，７７３ ５６７ 

合計 ２０１，２２９ １３９，７４０ ４６，５８３ １４，９０６ 

 
７．今後のスケジュール（予定） 

  年 月 内容 
平成２７年 ２月 地質調査・実施設計 

８月 建設工事 
９月 設置条例（議会上程） 
１０月 指定管理者公募開始（条例議決後） 
１１月 指定管理候補者決定 
１２月 指定管理者指定（議会上程） 

平成２８年 ３月 建設工事完成 
４月 施設供用開始予定 
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市道大町青葉線 

整備予定の商業店舗 

大町西地区 

災害公営住宅 

大町東地区 

災害公営住宅 

大町南地区 

災害公営住宅 

商業施設整備予定地 

完成イメージ図 

配置図 商業店舗用駐車場(10台) 

位置図 

大町南地区 

災害公営住宅 

旭公園 至 原ノ町駅 
駅通り 
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